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研究論文
農会による市場競争の展開
― 徳島県農会の「阿波筍」販売斡旋事業を中心に ―
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【要　約】　1920年代の都市化や経済構造の変化を背景に、徳島県農会は他府県農会と同様に、積
極的な農産物販売斡旋事業を展開し、とくに阪神市場における産地間競争をとおして競争力を強化
し、同市場に対する重要な農産物供給基地としての地位を獲得した。本稿では、徳島県農会の代表
的な共同出荷の農産物であった「阿波筍」に焦点を当て、阪神市場における市場競争の具体的過程
を分析する。そのことを通じて、戦間期において、農会が市場調査や市況情報の収集などのマーケ
ティング活動を行い、「情報」を積極的・戦略的に用いて、農民・農村を「経済主義」的に組織化し
た点を明らかにし、こうした組織化の手法が、第２次世界大戦後における経済社会の統合手法の原
型でもあったことを考察しようとするものである。
佐　藤　正　志
―　　―92
はじめに
　1920年代の都市化や経済構造の変化を背景に、徳島県農会は他府県農会と同様に、積極的な
農産物販売斡旋事業を展開した。阪神市場とくに神戸市場における産地間競争をとおして競争
力を強化していき、徳島県は同市場に対する重要な農産物供給基地としての地位を獲得した。
　その際、県農会の指導を受けて出荷組合が組織された地域は、同県内の那賀・板野両郡に集
中していた。こうした地域的偏在となった要因は、両郡がともに商業的農業が発展し、明治期
から共同出荷事業を推進した地域的なリーダーが存在していたこと。また、とくに那賀郡では
大正末期から小作争議が高揚し、それを沈静化するために、農会は協調組合の設立を推進して
おり、協調組合の機能を補完するかたちで出荷組合が設立されたことにもよる。農会の農産物
販売斡旋事業を展開・促進させた要因のひとつとして、地域での争議状況の存在が無視できな
いこと、さらに、農会が市場争奪競争のなかで行った市場調査や市況情報の収集などのマーケ
ティング活動においては、「情報」が戦略的に用いられて、農民・農村が組織化された点につ
いてはすでに拙稿において解明しておいた(1)。
　本稿の課題は、これまでの農産物販売斡旋事業を対象とした農会史研究の成果をふまえて(2)、
徳島県農会の農産物販売斡旋事業において代表的な農産物となった「阿波筍」を取り上げ、戦
間期に農会が展開した市場争奪競争の一端を明らかし、農会のよる農民・農村が組織化のあり
様が、第２次世界大戦後の政治・経済の統治システムの原型となったことを考察しようとする
ものである。
【注】
(1)　拙稿「農会の農産物販売斡旋事業と出荷組合－徳島県那賀郡山口出荷組合の事例を中心に－」『岡山大
学大学院文化科学研究科紀要』第　7　号　1999 　年　3　月、拙稿「徳島県農会による農産物販売斡旋事業の展
開－『農会報』を通してみる農会事業の転換過程－」三好昭一郎先生古希記念論集刊行委員会編『社
会と信仰・阿波からの視点』同刊行委員会、1999　年。
(2)　農会史研究の動向と課題については、さしあたり野本京子「農会史研究の動向－1970年代以降－」『農
業史研究』第16号、1984年を参照のこと。なお、農産物販売斡旋事業についての議論は、大鎌邦雄
「系統農会の発展と商業的農業の展開」『復刻版　兵庫県農会史』解説、不二出版、1987年、大鎌「大
正期における農会と産業組合」湯沢誠編著『農業問題の市場論的研究』御茶の水書房、1979年、およ
び玉真之介『主産地形成と農業団体－戦間期日本農業と系統農会－』農文協、1996年、野田公夫『戦
間期農業問題の基礎構造－農地改革の史的前提－』文理閣、1989年、森武麿『戦時日本農村社会の研
究』東京大学出版会、1999年を参照のこと。
　　　　　　
１　農会による販売斡旋事業の本格化
　表１は、関西府県農会連合の神戸・大阪両販売斡旋所における徳島県出荷品の斡旋状況を
示すものである。1919～25年度にかけて、わずか　6　年余りの間に、件数・金額とも驚異的な伸
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表１　神戸・大阪両販売斡旋所における徳島県出荷品の斡旋状況
 （出所）徳島県農会『取引市場より見たる本県主要農産物並に副業品の概況』1927年、26～27頁。
びを示した。ともに神戸市場の伸張が著しいが、とくに24～25年度の急伸が注目される。
　また表２は、1925年度の関西府県農会連合大阪販売斡旋所に参加する各府県農会の活動内
容についての数字であるが、徳島県の販売斡旋取扱数は　2,323 　件で全体の31.3％を占め、紹介
件数2,761 　件は全体の20.0％と、ともに圧倒的な件数となっている。つづく大阪府や和歌山県
を大きく引き離しており、徳島県農会の活動が著しく活発であったことを示している。
　この25年度における出荷品目を出荷額についてみると、果樹では、柑橘154,422円（18組
合）、梨24,395円（3組合）、楊梅（ヤマモモ）6,858円（3組合）、蔬菜では筍155,210円（13組
合）が圧倒的に大きく､それに西瓜85,892円（　9　組合）、茄子5,427円（　4　組合）が続いた(1)。
表２　大阪販売斡旋所における各府県農会の事業件数（1925年）
販売斡旋所名 神　戸 大　阪
年　度 件　数 金　額（円） 件　数 金　額（円）
1919 22 1,310 77 1,806
1920 71 2,203 31 1,511
1921 200 6,121 23 3,429
1922 862 16,550 116 13,590
1923 814 38,806 148 55,464
1924 1,565 88,452 231 51,694
1925 6,559 154,968 2,323 86,729
府県名
販売斡旋
取扱数
購買斡旋
取扱数
信用調査 紹　介 各種調査 雑　件
市況通報
（無償）
市況通報
（有償）
京都 252 20 3 570 5 480 4 44
大阪 1,422 26 30 1,946 17 1,891 49 60
兵庫 193 9 3 513 3 493　 3 23
愛知 127 6 6 390 2 349 3 13
三重 13 3 1 289 1 282 3 9
奈良 660 15 11 1,040 12 1,027 3 49
滋賀 8 7 1 269 1 283 5 12
岐阜 13 1 1 294 3 312 4 10
福井 1 2 0 280 0 269 4 10
石川 3 1 0 269 1 278 1 7
鳥取 106 4 2 358 5 356 3 10
島根 62 2 1 315 4 330 4 17
岡山 32 3 3 309 2 312 4 13
広島 18 2 0 298 1 291 2 10
山口 28 8 0 311 0 283 3 6
和歌山 1,180 9 13 1,526 5 1,393 2 27
徳島 2,323 6 14 2,761 11 2,643 3 16
香川 117 0 1 372 2 358 4 6
愛媛 106 10 3 362 6 355 4 16
高知 303 4 2 601 2 568 1 4
その他 449 18 12 754 15 741 32 142
合計 7,416 156 107 13,827 98 13,294 141 504
（出所）関西府県農会連合大阪販売斡旋所『大正拾四年度事業報告書』1　～　　2　頁。
（注）一部誤記と考えられる数値を修正した。
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　このように、柑橘と筍が徳島県の代表的な出荷品目となっていた。そのことは、図１の
1925年度における月別の販売斡旋・照会件数の推移からも理解できる。これをみると、12月を
ピークに10月から　3　月にかけて山があるが、ちょうどこの期間の前半には柑橘の出荷、後半に
は筍の出荷が最盛期を迎えるわけであり、それと重なる形で、農会の斡旋・照会件数に顕著な
増加がみられたことが分かる。なお、このことから、農会の販売斡旋事業が、地域の特産品に
規定されて、時期的に偏在した形態で行われていたという特徴をも見いだすことができよう。
図１　販売斡旋および照会件数（徳島県・1925年度）
　　　　　（出所）表２に同じ。
　その後、1930年代段階の実態については、多少、年毎に変動があったが、表３からおおよ
その傾向を読み取ることができる。まず、柑橘の大阪市場への入荷額は、愛媛・広島両県をは
じめ瀬戸内海地域の各府県や和歌山県などが圧倒していた。また大分・鹿児島両県からの入荷
額も多く、徳島県産は九州産の後塵を拝し、第10位に位置しており市場占有率はかなり低かっ
た。しかし、神戸市場では、広島・愛媛県産が圧倒するものの、有力産地の和歌山県や大阪府
からの出荷量が少なく、広島・愛媛両県に次ぐ大量出荷で第３位に位置し、高い市場占有率を
維持していた。このように、徳島の柑橘は神戸市場をターゲットにして出荷を集中していたこ
とが分かる。
　一方、筍の場合は、1937年に大阪市場において第１位の入荷量を記録し、神戸市場でも京都
府に次ぐ第２位に位置した。このことから、徳島県の阪神市場への代表的な出荷農産物であっ
た柑橘と筍において、筍は大阪・神戸両市場でともに強い市場競争力を有していた主力農産物
であったことが理解できるのである。
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表３　柑橘・筍の入荷（大阪、神戸中央卸売市場：1935年）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　ところで、戦間期におけるこうした農産物販売斡旋事業の進展の背景には、これまで拙稿で
指摘したように、補助金による誘導施策などを含む県農会による出荷組合の設立・奨励および
経営改善への積極的な取り組みが成果を上げつつあったことが指摘できる。それに加えて、①
販路拡張調査・宣伝活動、②取引改善懇談会をはじめとする講習会・協議会などの開催、とい
ったマーケティング活動が本格化しつつあったことも看過できない。こうしたさまざまな活動
が顕著な数字の伸びに寄与したのである(2)。
　徳島県の主力出荷品となる「阿波筍」についてみると、販路拡張調査および宣伝活動が、
1922年に阪神市場において実施されており、25年には西瓜の販路拡張活動が高知・高松・岡山
方面で行われ、その際あわせて筍缶詰の宣伝や販路拡張活動が行われた。さらに、27年には神
戸市において、農会職員が出張して筍・西瓜の販売が実施された。また、筍の配給販売が29年
に中国・大連で行われ、翌30年には北海道でも実施された(3)。
　このように20年代半ばから後半にかけて、神戸・大阪両市場を中心にして海外をも含む県外
各地で、筍をはじめとする農産物の販売斡旋事業が実施され、販路の伸長をみた。これらの活
動を支えたのは農会の技術員であった。県農会は23年度に、「専ら生産物の商品化並組合経営
及取引改善」(4)を担当する専任技術員を設置し、25年度には、副業生産品や購買斡旋を担当す
る職員を１名増員するなど、販売斡旋事業を支える人材面での整備を進めた。
　なお、1929年7月の中央卸売市場設立を契機に、関西府県農会連合の大阪・神戸両販売斡旋
柑橘 筍
大阪市場 （1932～34年平均） 神戸市場 （1934年） 大阪市場 （1937年） 神戸市場 （1937年）
順
位
出荷地名 金額（円） 出荷地名 数量（貫） 出荷地名 数量（貫） 出荷地名 数量（貫）
1 愛媛 　　　　　354,933 広島 　　344,680 徳島 　　224,971 京都 　　115,892
2 広島 　　　　　237,901 愛媛 　　298,230 京都 　　168,781 徳島 　　67,222
3 和歌山 　　　　　196,312 徳島 　　181,070 大阪 　　56,358 大阪 　　22,723
4 大阪 　　　　　146,476 山口 　　71,640 和歌山 　　24,814 香川 　　22,723
5 静岡 　　　　　107,860 静岡 　　61,300 その他 　　　6,970 島根 　　21,599
6 大分 　　　　　　39,954 和歌山 　　33,550 愛媛 　　　4,048 愛媛 　　15,026
7 鹿児島 　　　　　　26,965 大阪 　　23,930 香川 　　　　222 高知 　　　2,427
8 山口 　　　　　　21,203 神奈川 　　23,190 高知 　　　　138 和歌山 　　　2,263
9 香川 　　　　　　18,731 香川 　　15,650
10 徳島 　　　　　　14,281 鹿児島 　　10,880
（出所）大阪府経済部『（昭和10年12月）大阪府下に於ける青果類販売統制に関する調査書』1936年、
　　　　四国四県経済更生連絡委員会『筍ニ関スル調査』1938 年、より作成。
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所が帝国農会に移管された。この移管措置は、産地から未統制のままで出荷され、価格の乱高
下が引き起こされていた事態に対処し、「帝国農会を中枢として全国の産地を統括し」「青果物
の需給調整の機能を果た」すために実施されたものである。主産地における統制＝郡、町村レ
ベルでの農会と出荷組合の連携強化をはかり、それを基盤に県レベルにおける秩序ある出荷体
制づくりをめざすものであった。そのなかで、同年8月には、帝国農会主催の「農家生産物配
給改善協議会」が開催され、宮城県（白菜）、宮崎県（南瓜）とともに、大型産地として急速
に成長しつつあった徳島県の筍が統制販売に関しての指導対象となった(5)。
　このような帝国農会による統制措置は、基本的には主産地において出荷体制の整備・統一を
目指す機能を果たし、全国的な需給調整を目的とするものであったが、産地間の競争を根本的
に排除するものではなかった。そのため、各産地における共同集出荷体制の進捗は、かえって
産地間競争を激化させることになったのである。
　しかし、徳島県農会の場合は、市場競争の激化にもかかわらず、30、31年段階においてさえ
主な農産物の出荷最盛期だけに阪神市場に職員を駐在させ臨時の斡旋所を設けるという、きわ
めて消極的な「市場対応」にとどまっていた。その間、他府県は大阪市に独自の販売斡旋所を
設けはじめており、徳島県農会の取り組みの遅れが目立ってきた。そこで、32年10月に、県農
会は遅まきながらも独自の販売斡旋所を大阪に設置することを決定し、大阪市此花区の中央卸
売市場近接地に徳島県物産大阪販売斡旋所を開設し、所長（主任）に農会技師の佃伊鎮を任命
し、副主任・書記に任命した技手２名と合わせて計３名を派遣し業務を開始したのである(6)。
　こうして「徳島県内生産ノ農産物其ノ他ノ物産及副業生産品ノ配給改善並販路ノ拡張ヲ図
ル」（職務規程）ことを目的に設立された徳島県農会の大阪販売斡旋所は、県産農産物の阪神
市場への販売斡旋を担い、他府県の競合産地との市場競争に立ち向かう前線基地となった。そ
の中核業務は、市場情報の収集とそれの産地への伝達・発信機能にあった。とくに市況・商況
など即時性を有する情報の伝達によって、出荷組合に組織された産地農民は出荷時期や数量な
どを調整することが可能となった。また、商店や問屋の信用調査も進められ、有利で確実な販
路を出荷組合員に保障することになった。さらに、消費者の嗜好調査や広告・宣伝活動、市場
視察などを通して収集された「市場情報」は、出荷物の荷造りの改善のみならず、選別や品質
改善などを促進させ、競争力のある農産物の大量集出荷体制＝主産地形成の構築を促進させる
ものであった。
　このように、「市場情報」の収集・伝達というマーケティング活動を中軸とする農会による
大量集出荷体制の構築が進展するなかで、1920年代後期以降、徳島県から神戸・大阪市場への
農産物の共同出荷が急速に伸張していったのである。
　そこで、次章からは「阿波筍」について農会の販売斡旋事業＝共同出荷事業の展開過程を分
析することによって、その市況競争の実態をみていこう。
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【注】
(1)『徳島県農会報』第308号、1927年3月15日。
(2) 前掲・拙稿「農会の農産物販売斡旋事業と出荷組合－徳島県那賀郡山口出荷組合の事例を中心に－」
　「徳島県農会による農産物販売斡旋事業の展開－『農会報』を通してみる農会事業の転換過程－」。
(3)『徳島県農会報』第467号、1931年8月15日。
(4) 前掲・徳島県農会『徳島県農産物販売改善事例（其ノ一）』1頁。
(5) 前掲・玉『主産地形成と農業団体』。
(6)『徳島県農会報』第509号、1932年10月15日。
２　「阿波筍」の市場競争
2.1　筍の共同出荷
　ところで、徳島県の筍（「阿波筍」）生産は、明治初年頃より主に那賀郡を中心として隣接す
る勝浦・海部両郡などで栽培面積が拡大してきた。1902、03年（明治35、6）前後には、産地
から徳島市に向けての出荷が始まるが、その販売方法は「総て地方商人或は仲買人に委ねし関
係上受給の円滑を失し価格の如きも之等商人に依りて左右され一面県外出荷の途開かれざり
し」ために、1903、4年（明治36、7）頃には「折角開墾せし孟宗畑も荒廃し山林となる」状態
に陥った。さらに植付け後の管理も悪かったために利益も低下して、一時の栽培熱が沈滞す
る状況に陥った。しかし、明治末期になると、神戸市場との取引をはじめる商人が現れ、さ
らに漸次「不規則なる申し合せ組合」が誕生するなどして、筍の生産が回復しはじめたので
ある(1)。
　この間の筍の主産地である那賀郡新野町と同郡福井村の動きを年表に即してみておこう。
　まず、明治30年代には福井村において、筍の仲買人が誕生しており、徳島市まで船舶にて運
搬し販売を始めていた。そうしたなかで、1902年（明治35）に新野町において、東條作太郎を
はじめ長野和蔵・米田仙蔵・米田勝蔵・佐藤倍蔵らが徳島市街の青果物市場を調査後、筍の集
荷・運送方法について協議し、65人の賛同者を募り新野筍荷扱所（共同販売所）を組織した。
　しかし、1904年には、福井村などの仲買人の勧誘によって、新野町重友地区の一部、また翌
1905年には常政地区の一部農民が同組織から脱落しはじめた。そのまま放置すれば共同出荷体
制が崩壊しかねない状態が生じたため、東條作太郎らが共同販売の重要性を説いてまわり、事
態の収拾をはかった。その後、共同出荷事業は軌道に乗り、1909年には組合の荷扱所が新築・
拡張され、1911年には筍出荷量が90トンに達した。
　その後1918年（大正7）に阿南鉄道の中田・古庄間が開通すると、那賀郡羽ノ浦町古庄から
徳島間は鉄道輸送に切り替えられ、徳島市場への輸送の迅速化が実現した。さらに同時期には
販路が阪神市場にも拡大し、以降年表のような共同集出荷体制の発展がみられたのである(2)。
　なお、1918年に徳島県農会が阪神市場との取引改善を目的に連合販売斡旋所の事業を開始し
たのを契機に、各地で筍の栽培面積が増加しはじめた。そうしたなかで、個人で神戸市場への
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出荷をおこなう者が出現したが、1920年度から「農産物販売改善の徹底を期する為」に共同出
荷組合の設立が奨励され、とくに筍の統一出荷の実現に県農会が各級農会と連携して推進した
結果、1922年にはほとんどの産地で出荷組合が設置され、組織的な出荷体制が整備されたので
ある。
　農産物の出荷過程において、生産者が関与する段階では、とくに荷造りと選別が重要であり、
各出荷組合ではその基準を作成し、組合員に従わせている。また、輸送は「迅速と正確を期
す」必要があったため、組合主導での運送契約を締結し、大阪・神戸両市場では指定問屋を選
定し、取引契約を結んだ。また、徳島市への出荷においても、従来の生産者に不利な「九掛取
引」という慣行を見直し、「正量取引」に改善させるなど、共同集出荷体制の形成によって
「販売取引上の成功」を収めつつあった。
年表　那賀郡新野町・福井村を中心とした「阿波筍」共同出荷の推移
1902 －東條作太郎をはじめ長野和蔵・米田仙蔵・米田勝蔵・佐藤倍蔵らが徳島市街の青果物
　を調査後、　筍の集荷　・　運送方法について協議し、60　名余りの賛同者を募り新野筍荷
　扱所（共同販売所）　を組織。筍が新野の特産品として発展する契機となる。
1904 －福井村などの仲買人によって新野筍荷扱所から重友地区の一部、また1905年には常政
　地区の一部農民が脱落したため、東條作太郎らが共同販売の重要性を説いてまわり、
　事態の収拾をはかった。
1906 －福井村に安部缶詰工場設立。同工場に小形の筍を販売。
1907 －日和佐缶詰所完成。販売契約を同工場へ変更。
1909 －組合の荷扱所が新築完成（轟神社西側）。
1911 この年の筍出荷量90トン。
1918 －阿南鉄道の中田・古庄間開通にともない、古庄・徳島間を鉄道輸送に転換。これを契
　機に販路を阪神に拡大。
10．－関西府県農会連合の大阪・神戸両販売斡旋所の開設に伴い、阪神市場との取引改
　善と徳島市内の配給改善をめざし県農会連合販売斡旋所が事業開始。定期共同販売所
　を設置。温州蜜柑販路拡張のため満州・朝鮮方面での試売等を開始。
12．－県農会主催の第１回園芸共進会開催。
1920 －新野町内に高見善平・桂周太郎の合資による天盃筍缶詰工場竣工。
この年、筍の栽培熱が高まる。
－徳島県農会が農産物販売改善の徹底を期して、出荷組合規約・出荷販売規定等によっ
　て共同出荷組合の設立を奨励。
1921 －新野筍荷扱所創立20周年記念祝賀会開催。評議員東條作太郎が理事の佐藤倍蔵・浅井
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　富太郎・乾久太郎らとともに表彰される。
－荷扱所が新野町内の重友・廿枝・下分・片山・谷口・月夜の６か所にも設置される。
1922 －県農会の指導により新野筍荷扱所が阿波新野筍出荷組合に改組され、東條作太郎が初
　代組合長に選任される。
1923 －県農会、農産物斡旋事業の専任職員を新設。
1925 －県内の筍出荷組合関係者は、阪神地方への移出運賃協定等について小松島共同汽船会
　社支店で会合。
3.21－3.22　県農会佃技師は新野町の４出荷組合（新野・大南・西重友・廿枝）の統合に
　ついて郡・長当局ならびに組合関係者と懇談。
1926 　1.18　出荷組合総代者35名は神戸販売斡旋所で問屋側と取引契約について協議。
－新野出荷組合、商工大臣より優良組合として表彰され、国庫補助金　150　円を受領。
　2.11　出荷組合で筍販売に関して協議。①出荷物統一（選別荷作を厳重におこなうこと、
　容器は正味16貫入りとすること、商標は「あは筍」とし黒インクで印刷のこと、容器・
　荷作り方法は叺を用いて縄賭は丁寧に行うこと）、②　輸送方法（海上運賃及び配達賃
　は前年契約を標準として極力有利に共同汽船及び摂陽汽船両会社と交渉締結するこ
　と）、③　荷受先（販売斡旋所利用、県農会販売斡旋利用）等を決定。
　3.14　阿波新野筍出荷組合25周年祝賀会。
1927 －新野筍出荷組合直属の筍缶詰工場完成、缶詰事業の主任は小西儀三太。那賀郡出荷組
　合連合会組織化。
4.17－5.5　那賀郡出荷組合連合会筍部会の事業として、神戸・明石・西宮各市に全出荷
　品の配給販売を実施（翌年も実施）。
1928 －那賀川橋の鉄橋化により、県内の出荷はトラック直輸送に転換。
　5．－徳島県出荷組合連合会創立。
1929 －新野筍出荷組合（520名・筍生産700トン）、新野信用利用購買販売組合に併合される。
1932 －東條作太郎翁顕彰碑建立。
1942 －筍が統制品となり、その取扱いが那賀郡出荷統制組合に移管される。
（出所）新野農協史編集委員会編『新野の農業と農協のあゆみ』阿南市新野農業協同組合、1988年、
　　　　『徳島県農産物販売改善事例』県農会、1930年、『徳島毎日新聞』、『徳島県農会報』各号。
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　こうして、「全生産額の大部を真の共同出荷に統一し組合経営亦順調に進」み、筍の栽培熱
が再び高まるなど、共同出荷の成功が農民の生産意欲を刺激することになった。その結果、栽
培の改良や増殖による「市場取引上商品価値の向上」を目指すことが主眼となり、「共同出荷
組合の統制的活動」は、「従来品質に於て甚だしく遜色ありし山城筍に比し敢て劣らざるのみ
ならず販売上着々有利に展開し遂に大量生産たる山城筍を圧倒する勢を示すに至」るのである
(3)。
　1927年には那賀郡出荷組合連合会が組織され、その筍部会は、同年4月17日より5月5日まで、
神戸・明石両市を区域とする全出荷品の配給販売を実施した。翌28年の4月12日～5月5日にも
同様の配給販売を実施した。同年5月には、徳島県出荷組合連合会が設立されるが、同筍部会
は県内の全産地の出荷組合を網羅して配給販売の実施を準備することとなった(4)。出荷組合の
組織化が進んだ20年代において、筍の主産地を形成した那賀・勝浦・海部各郡では、表４の
ように、栽培面積・生産量が漸次拡大し、1921年から1928年にかけて販売金額は2倍以上に達
した。
　しかし、その後30年代に入ると、前述のように県外の各産地においても共同出荷体制の構築
が進捗し、激しい産地間競争に直面することになるのである。
表４　那賀・勝浦・海部各郡の主の出荷組合所在町村の筍栽培状況
（出所）農林省農務局『農産物配給改善ニ関スル調査』1929年、162頁。
2.2　筍出荷組合の活動
　次に、徳島県農会『昭和五年一月　徳島県農産物販売改善事例（其ノ一）』（1930年）によっ
て、やや詳しく「阿波筍」の共同集出荷事業における作業実態をみるなかで、1930年代に激化
した他産地との市場争奪競争のなかで、農会がいかなる「市場対応」を行ったかという点を具
年次 栽培面積（反） 生産量（貫） 金額（円）
　1921 2,796 283,520 127,584
　　22 2,864 369,250 132,870
　　23 3,025 337,649 131,965
　　24 3,267 420,321 159,722
　　25 3,453 423,008 155,210
　　26 3,722 536,074 239,289
　　27 4,155 428,227 173,583
　　28 4,519 659,962 263,985
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体的に確認しておこう。
（１）出荷組合と連合会の活動
　まず、共同出荷の基盤となった出荷組合はすべて任意組合であり、県農会が規則準則を定め
同一方針のもとに組織され、事業も統一的に実施された。一町村を区域として設立され、主要
生産物を網羅するため、筍単独の取り扱いではなかったが、筍の扱いが数量的には最も大きい
組合がいくつか存在した。設備としては、各組合事務所を集荷場兼用として利用したものが
多かったが、別に荷扱所を設置し、地理上不便な地域には臨時の荷扱所が設けられる例もあ
った。
　この出荷組合の活動を統制するために、各郡に出荷組合連合会が組織され、そこに「筍部
会」が置かれ、事業計画が樹立された。それらは「一率の歩調を以て」事業を執行する機関で
ある徳島県出荷組合連合会筍部会によって上からの統制が加えられる形となっていた。このよ
うに共同出荷組合は、連合会組織をバックに対外的な活動を行っていたが、出荷組合連合会の
筍部会は以下のような事業活動を行い、とくに阪神市場向けの出荷に力を入れたのである。
①等級選別標準の決定
　品質の改良を主眼とし、1等、2等、缶詰用の3等級
②荷造り方法と容器の統一
　石油半箱（3貫入り）3月上旬まで使用
　カマス　16貫入り
　石油箱（印刷箱）7貫入り
　大箱　正味10貫入り
③マークの整理統一
④早期出荷期日の協定
　各組合出荷日の割当
⑤運送契約
⑥指定商店の決定と契約
⑦筍宣伝ポスターの配布と宣伝
⑧大市場における配給販売の実施
⑨販路の拡張および調査
⑩缶詰製造に関する研究ならびに原料処分に関する協定
　これらの活動は、基本的に農産物市場での競争を優位に導くためのマーケティング活動が中
心であったが、缶詰製造については、過剰生産時の価格維持対策としての機能が重視され、各
出荷組合が研究を進めた。
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（２）出荷方法
　出荷方法についてみると、筍の出荷量が少ない早期には出荷期日を発表し、その後は毎日定
刻に（ふつう午前10時ないし11時まで）、組合の荷扱所に集荷した。当日、組合員は朝堀の筍
を予め定めた基準に従って選別して、荷扱所に持ち寄った。組合の事務員によって受付けた後、
検査員が立ち会って、さらに秤量や品質・大小や根切の適否等を検査し、等級別に数量が記録
された。
　続いて、組合において準備していた荷造り材料によって、等級別に一纏めとした筍を、上述
のような「荷造り標準」に従い、組合員の協力を以て荷造りされた。運送に関しては運送業者
と特約を結んでいたが、駅または港までは各出荷組合が担当し、組合の自動車あるいは馬車に
よって運送された。
　輸送経路についてみると、①小松島港にて「阿摂航路」（大阪商船、阿波国共同汽船の共同
運航）の船舶に積み込み、午後10時に出航した。午前3時に兵庫に着港すると、一部が下ろさ
れ、直ちに神戸市場に配達された。その後、船舶は大阪天保山に向かい、午前6時30分～7時に
着港した。②「甲ノ浦線」（摂陽商船）は、海部郡宍喰、浅川、牟岐、日和佐、由岐、那賀郡
椿泊などの各港に寄港しながら、出荷物の積み込みをした後、那賀郡橘港を午後5時に出航し、
午前1時に兵庫に着港した。その後大阪に向かい、午前5時に大阪市の阿治川口に着港した
（図２参照）。
　このように「阿摂航路」は大阪着港が遅くなるため、大阪市場での当日の販売が不可能とな
ることもあり、大阪への仕向については大部分が「甲ノ浦線」を利用して運送された。しかし、
ともに神戸寄港後に大阪へと向かう順路であったために、大阪市場での販売は時間的には遅く、
「筍の味は新鮮なると否とにより格段の差あり従て一般消費者は新鮮品を要求」されるなかで、
大阪市場での着荷は1935年においても、徳島産筍は、「掘取後一両日を経過せる実状」となっ
ていた。
　なお、徳島と比較すると地理的に隣接して陸送が便利な京都産筍にしても、「朝掘筍」（掘取
当日市場に出荷するもの）は地元の京都市場を中心を置き大阪市場に対しては前日掘『所謂宵
掘』のものを出荷」している状況にとどまっていた(5)。そこで、とくに大阪における山城産を
はじめ大阪産など他産地との筍の市場競争の帰趨は、搬送時間の短縮によっていかに新鮮なも
のを供給できるかという点にかかっていたといえよう。
　しかし、上述のような輸送状況では、大阪市場での競争は不利な状態にあったが、神戸市場
においては、比較的優位な競争力を有していたといえる。そうしたなかで、神戸市場での阿波
筍の競争力優位を確保するためには、共同出荷組合の一層の活動強化とそれにあわせた輸送時
間の短縮が急務であるという内容の記事が、以下のように『徳島県農会報』に掲載されている。
「現に神戸市にては大半阿波筍を以て需要を充すに至りつゝありと雖価格は矢張山城物に支配
され殊に大阪市に於いては然りであつて、各産地別出荷の割合を見るに一カ年消費額（大阪市
内にて）約二百万貫と見積り大正十四年度に於ては六割余は山城物大阪府下（主として河内方
面）其他鹿児島台湾紀州方面にて三割阿波物は一割に過ぎざる状況にあり・・・阿波筍をして
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将来此の地方に発展せしめんとせば少なく共相当の方法を講ずべきは勿論にして先づ左記各項
は当面の急務なりとす
　一，共同出荷組合は一層の活動を為すこと
　阿波筍は上述の如く其の品質に依り亦は数量に依りて市場に重きをなすに至りたるに非
ず一に共同出荷組合の活動と販売斡旋所の斡旋宜敷を得たる結果である然るに関係出荷組
合を総体的に見る時は尚組合事務執行上一般の奮励を要するものあり出荷品に就ても然り
で殊に認められざる小組合商人の出荷等は今後凡て統括する要あると共に指定販売店を活
動せしむべきは亦緊要なることなり
　二、輸送時間の短縮と荷造方法を講究する事・・・
　三、出荷時期に留意すること・・・
　四、出荷品の配給調節を行ふ事・・・
　五，商品的価値を高むべし
　六、栽培収入の増加を計るべし」(6)
図２　徳島から阪神市場への航路
（注）実線は「阿摂航路」、点線は「甲ノ浦線」の航路を示す。
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（３）配給販売と取引商人の選定
　「阿波筍」の出荷量の伸張は、神戸市場では1927年に那賀郡出荷組合連合会が神戸・明石地
区においてはじめた配給販売が契機となった。配給販売とは、神戸に派遣した配給販売主任及
び助手が販売斡旋所職員とともに、毎日の市況に関する情報を電報で産地出荷組合に送り、同
組合は出荷量を決定し、配給員あてに送荷するものである。これを受けた配給員は、「連日の
市況と気配」を調査し、「先づ市場別に数量の配当を行ひ更に其市場内に於ける問屋の販売能
力及成績に依り配給を行」なうものであった。
　委託販売を行う場合に大阪市では大阪販売斡旋所、神戸・明石・西宮各市では神戸販売斡旋
所、徳島県内では県農会がそれぞれ前年度の販売実績を考査して問屋の信用調査を行い、各組
合の意見を聴取した後、筍部会において指定問屋を決定した。そして、この指定問屋以外への
出荷は認められなかった(7)。
【注】
(1) 徳島県農会『昭和五年一月　徳島県農産物販売改善事例（其ノ一）』1930年、17～18頁。
(2) 新野農協史編集委員会『新野の農業と農協のあゆみ』阿南市新野農業協同組合、1988年。
(3) 前掲・徳島県農会『昭和五年一月　徳島県農産物販売改善事例（其ノ一）』。
(4) 同上。
(5) 大阪府経済部『大阪府下に於ける青果類販売統制に関する調査書』1936年、32～33頁。
(6)「名声を博した阿波筍　一層販売や栽培を改善せよ」『徳島県農会報』第278､279号､1926年5月15日､5月25日。
(7) 前掲『昭和五年一月　徳島県農産物販売改善事例（其ノ一）』30～32頁。
３．筍をめぐる産地間競争
　徳島県農会は、農産物の販売斡旋事業の展開過程において、共同集出荷体制の整備をすすめ、
農民を出荷組合に「経済主義」的に組織し、さまざまなマーケティング活動で販路を拡大し、
とくに配給販売などを軸に「市場対応」政策を行った。この「市場対応」とは、産地間競争を
いかに乗り切るのかということでもあった。
　「阿波筍」の仕向地は、表５のごとく、大阪、兵庫、香川、京都、岡山各府県であり、そ
のなかでも巨大消費地の大阪と、前述のごとく出荷航路と地理的位置関係から兵庫（神戸）市
場の2つが最も重要で、しかも両市場ともに他産地との競争が激しい市場であった。ただ、大
阪市場と違い兵庫市場は、地元からの筍出荷がきわめて少なく、また最大のライバルである京
都の産地からは一定の距離があった。そのため、海路で直接結ばれた徳島にとっては競争力を
発揮できる絶好の市場であった。
　また、同じ表５から分かるように、京都産筍の仕向先は地元の京都府内が圧倒的に大きく、
隣接の大阪市場がそれに次いだ。また、兵庫・神戸市場向けよりも愛知や奈良などへの出荷量
が大きかった。さらに京都産筍は、愛知・岐阜など中部地方にも販路を有していたのである。
このように京都産筍が多方面にわたる仕向地を有していたのに対して、徳島産の場合は、基本
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的には大阪・神戸の２大市場に集中的な出荷を行っていたという特色を有する。
　ところで、市場において産地の評価を高める必要条件は、大需要地に対して継続的で一定の
品質を持った農産物を大量に集出荷する体制を構築することである。それを可能としたのは、
これまで述べてきたように、徳島県では県農会による農産物販売斡旋事業の展開のなかで出荷
組合を整備し、表６で分かるように、農会主体でほぼ100％統制的な出荷を行ってきたからで
ある。
　これに対して、他産地との「差別化」に成功していた「山城筍」の産地である京都府では、
出荷組合の取扱比率が高かったものの、農会の斡旋が関与した比率は32.9％と低く、共同出荷
といっても、それがかならずしも農会を主体に組織されたものではなく、「その他」に含まれ
る個人出荷に近いものであったと考えられる。また、商人による扱い量が無視できない規模に
あった。そうした傾向は大阪でも同様であり、大都市部・同近郊の農会にとっては、商人層が
伝統的に強固に掌握する流通過程に参入することはきわめて困難な状況にあったことが確認で
きよう。
　ところで、次に引用する『徳島県農会報』の記事が伝えるように、「阿波筍」は統制的な共
同出荷を活かした「配給販売」を行うことで、神戸市場においては他産地との市場競争で一定
の優位性を獲得することが可能となっていたのである。
「阿波筍の人気の好いのは早く出荷される事味の好い事等であるが更に大きい原因は産地が数
量を纏めて共同出荷される事である殊に、之が取引に際しては取引の理想とも謂べき配給販売
を実行されている為取引を円滑にし市価の維持を保つもので此の点京都香川高知等の各産地の
遠く及ばない所以である。如何にしても今後青果類の取引に就ては大量生産と統制ある共同出
荷並に配給販売の三要件が合致せねば実績を挙げる事は出来ない今日仙台白菜大和西瓜日向南
瓜等の好成績を上げつゝある事は以上の三大要件が適当に按配されつゝある結果に外ならな
い」(1)
表５　筍の産地・仕向地（1935年調査、単位貫）
（出所）農林省経済更生部『青果物ノ生産・販売統制状況ニ関スル調査』1937 年、64~67 頁より作成。
　　仕向地
　産地
岡山 香川 京都 大阪 兵庫 奈良 三重 愛知 岐阜
　徳島
　京都
　大阪
　兵庫
　滋賀
　奈良
　和歌山
　島根
　香川
　愛媛
5,000
12,000
10,500
38,000 15,000
973,790
20,187
491
103,640
30,500
20,000
192,000
698,980
479,877
6,237
20,130
11,000
102,380
41,000
105,000
135,450
180,000
10,730
26,850
21,258
20,000
152,000 12,000
130
235,650
3,000
3,000
17,000
佐　藤　正　志
―　　―106
表６　筍の出荷者別移出高（1935年、単位貫）
　さらに、一般的には「産地間競争への産地の対応の仕方としては経営規模の拡大・機械化・
経営の専門化などによって生産力を高めるか、あるいは成熟期を早めて早期出荷することによ
り市場における競争をさけ、価格を有利にするなどの方法」があるが(2)、阿波筍が阪神市場に
おいて、ライバルである京都府の山城産筍との間で一定の競争力を維持しえた最大の要因は、
山城産よりも「早期出荷」が可能であったことによる。
　阪神市場における「大量生産地タル山（ママ、山城）筍ノ作柄」は本県産の販売量の決定に
「重大ナル関係」があったが、「概シテ本県産ハ市場出荷時期早キ関係上歓迎サルゝ事次第ニ
多ク従ツテ年々多量ノ増出ヲ見ツゝアルモ販売上支障ナク神戸市ニ於テハ遂ニ山城筍ヲ凌駕
シ」えたのである(3)。
　そのことは、図３と図４から分かる。出荷量を示す図３をみれば、京都産がまだ出荷段階
に入らない3月下旬において、早期出荷を開始する徳島産は大阪市場において京都産の約30倍
の33,219貫、神戸市場でも40倍近くの8,442貫の出荷量を記録している。
（出所）農林省経済更生部『青果物ノ生産・販売統制状況ニ関スル調査』1937 年、134~135 頁より作成。
　　出荷者
　出荷地
産業組合 出荷組合 商人 その他 計
農　会
斡旋高
(同比率)
％
　徳島
　京都
　大阪
　兵庫
　滋賀
　奈良
　和歌山
　島根
　香川
　愛媛
　高知
　宮崎
85,750
1,800
41,000
269,250
1,265,500
485,000
7,958
180,940
7,500
130,850
33,258
55,000
94,000
2,500
2,120
277,000
198,064
3,000
3,500
35,050
14,500
32,000
6,050
672,790
6,500
5,030
10,000
355,000
2,217,090
683,064
17,458
180,940
11,000
170,930
33,258
69,500
177,000
2,500
8,170
355,000
728,500
485,000
0
100,240
7,500
130,850
33,258
55,000
94,000
0
2,120
100.0
32.9
71.0
0.0
55.4
68.2
76.6
100.0
79.1
53.1
0.0
25.9
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図３　　大阪・神戸市場における徳島産筍と京都産筍の出荷量の推移
図４　大阪・神戸市場における徳島産筍と京都産筍の価格の推移
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（出所）四国四県経済更生連絡委員会『筍ニ関スル調査』1938 年、32～42 頁。
（出所）図３に同じ。
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　図４によれば、３月下旬の貫当たりの価格は、大阪市場では徳島産が85銭、京都産が89銭、
神戸市場ではそれぞれ80銭、87銭と京都産がやや高いものの、それほどの価格差はなく、徳島
産は京都産に近い高価格をつけながら、出荷量が大きいため両市場において販売総額では京都
産を大きくうわまわっていた。
　４月中旬にかけて、最盛期における出荷量は徳島産が京都産を大きく凌駕した。ただし、こ
の時期には出荷量の増加に伴い価格が下落しはじめ、４月中旬～下旬にかけて急落する。京都
産も同様に価格を下げていくが、徳島産の下落率の方が大きかったために両産地の価格差が拡
大し、４月中旬～下旬には神戸・大阪市場ともに徳島産は京都産の半値近くになった。
　しかし、４月中旬には出荷量が3倍近く伸張しており、価格の下落を大量の出荷量で補うか
たちとなっていた。その後、４月下旬～５月下旬には、漸次出荷量も低落していき、同時に
「品質亦低下する為価格低落し往々採算不利」となっていた(4)。
　つまり徳島の筍出荷は、３月からの早期出荷と、４月中旬までは価格低落を補うための大量
出荷をおこなうことが、他産地との市場競争を有利に進めるための不可欠の条件となっており、
農会の販売戦略もそこに重点を置いて「早期出荷」を奨励していたのである。
【注】
(1)「一日千貫は喰潰す　阪神の阿波筍」『徳島県農会報』第387号、1929年5月25日。
(2)中藤康俊『日本農業の近代化と経営』古今書院、2000年、223頁。
(3)農林省農務局『農産物配給改善ニ関スル調査』1929年4月、167頁。
(4)前掲『昭和五年一月　徳島県農産物販売改善事例（其ノ一）』24頁。
おわりに
　以上見てきたような農会主導による出荷組合を軸とした共同集出荷体制は、他の道府県にお
いても同様に推進されたため、必然的に産地間競争の激化をまねき、しかもこの競争激化によ
って出荷数量の調整や価格維持が困難となり、販売斡旋事業＝共同集出荷事業の撹乱・阻害要
因となり始めた。このように、農会が小作争議への対応を軸に協調組合を通じて推進された
「協調主義」的組織化と同様に、「経済主義」的組織化も限界をもったのであり、その解決に
は30年代以降の生産出荷協定の実施というような統制レベルを強化した政策の発動を待たねば
ならなかったのである。
　しかしながら、戦間期において、頻発する小作争議や農業構造の変化を背景に変容する農村
社会のなかで、また都市化にともなう「大衆消費社会」の端緒的な形成過程において、徳島県
では農業諸団体のなかでも農会が中心となり、農村・農民の「協調主義」的組織化と相互補完
的に、「経済主義」あるいは「生産力主義」的な組織化を行ったこと、しかも積極的なマーケ
ティング活動と、それを「情報」を軸にして推進した点に注目したい。
　「協調主義」的組織化においては、協調組合の設立過程や小作調停の情報をメディアへ提
供・発信して、小作法未成立状況のなかで、いわば「小作（社会）法的秩序」を先取りしたシ
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ステムを「行政指導」的に構築するという戦略が実行された。
　いっぽうの「経済主義」組織化においては、本稿でみたように「阿波筍」などの特産品の農
産物斡旋販売事業を推し進め、その過程で農会は、「市場情報」の収集とそれの産地への伝
達・発信活動を積極的に行い、それを通して出荷調整や出荷方法の改善が重ねられ、販売の促
進をはかることで、小農経営の改善・安定に一定の成果をあげることが企図されたのである。
　このように、農会が戦間期の農村社会の変容のなかで、農村・農民の安定化・組織化のため
に新たな統合システムの構築をめざして用いた手法は、戦後の「大衆消費社会」・「情報化社
会」の本格的な展開のなかで、その統合手法の原型をなすものであったともいえよう。もちろ
ん、とくに「経済主義」組織化において用いられた手法は、企業のマーケティング活動の先駆
的形態そのものであったといえるのである。
　本稿は、1997-1999年度の科研費研究「戦間期における農産物市場争奪競争の展開」の成果の一部であ
り、『両大戦間期における農村社会の変容と農会』（岡山大学博士論文、2001年3月）の未公刊部分に加筆
修正したものである。
